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公共牧場機能強化等体制整備事業実施要領 
 
 

制  定 令和３年４月１日付け２生畜第 2336 号 
最終改正 令和５年４月１日付け４畜産第 2396 号                       
農 林 水 産 省 生 産 局 長 通 知 

 
 
第１ 趣旨 

公共牧場機能強化等体制整備事業の実施については、公共牧場機能強化等体制整
備事業費補助金交付等要綱（令和４年４月１日付け３畜産第 1691 号農林水産事務
次官依命通知。以下「要綱」という。）に定めるもののほか、この要領に定めると
ころによるものとする。 
 

第２ 用語の定義 
この要領において使用する用語の定義は、別段の定めがある場合を除き、要綱第

４の用語の定義に定めるところによる。 
 

第３ 事業内容 
本事業は、要綱第５第２項に定める事業実施主体が行う次に掲げる取組に要する

経費に対し助成し、補助対象基準及び補助率は別表１のとおりとする。なお、和牛
等の育種改良・増殖等を行う試験場等においては（１）及び（２）イの取組に要す
るものに限る。   
（１）強化計画の策定 
   事業実施主体が強化計画の策定のために行う計画検討会の開催、現地調査等

の取組 
 （２）公共牧場機能強化等体制整備 
  ア 国産飼料の生産・供給 
  （ア）国産飼料の生産・供給体制の構築 

      事業実施主体が飼料生産組織等と連携して公共牧場で飼料を生産するた
めに行う検討会の開催、公共牧場内で生産した飼料を公共牧場内外で安定
供給するために行う検討会、現地調査等の取組 

   （イ）草地改良等や飼料生産・調製機械等の導入 
（ウ）飼料生産・調製・保管・供給体制の強化を図るための施設等の改修・整

備 
（エ）施設等の整備に係る施設用地の改良及び既存施設の撤去 

   イ 優良和牛の増産 
（ア）和子牛供給体制強化を図るための繁殖雌牛等の導入 
（イ）預託受入頭数の拡大 
（ウ）繁殖雌牛等の導入又は預託受入頭数の拡大に必要な施設等の改修・整備 
（エ）草地改良等や飼料生産・調製機械等の導入 
（オ）飼料生産・調製・保管・供給体制の強化を図るための施設等の改修・整

備 
（カ）施設等の整備に係る施設用地の改良及び既存施設の撤去 
（キ）和子牛供給体制強化に必要な（エ）以外の機械等の導入 

２ 事業実施主体は、前項（１）の取組を実施する場合にあっては、当該取組終了
の日から２年後の日の属する年度の年度末までに前項（２）の取組を行うものと
する。この場合、要綱第８に定める申請手続により、改めて交付申請を行うもの
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とする。なお、前項（１）の取組の交付決定は、当該取組終了の日から２年後の
日の属する年度の年度末までに行われる前項（２）の取組の交付決定を保証する
ものではない。 

 
第４ 事業の成果目標及び目標年度 

要綱第 23 の成果目標は、取組毎に次の事項を満たす目標値を設定するものとす
る。 

 １ 強化計画の策定 
   第３第１項（１）の取組を行う場合は、当該取組終了の日から２年後の日の属

する年度の年度末までに実施する第３第１項（２）の取組を行う際に、以下に掲
げる（２）の成果目標を設定すること。 

 ２ 公共牧場機能強化等体制整備 
  （１）国産飼料の生産・供給 
    次のいずれかの成果目標を設定するものとする。なお、基準年は事業実施

前年度とし、目標年度は事業完了年度から３年度以内とする。 
    ア 国産飼料の生産量の拡大 
      公共牧場内で生産する飼料の収穫量を 15％以上向上させること。 
      なお、基準年における実績がない場合においては、天災地変その他やむ

を得ない事由があるときを除き、第６第２項の要件を満たした上で、当該
地域における牧草等の平均単収を元に飼料生産量の目標値を設定するもの
とする。 

    イ 公共牧場内外での国産飼料の供給量の拡大 
      公共牧場内で生産した飼料を公共牧場内外へ供給することとし、次のい

ずれかの成果目標を設定する。 
    （ア）飼料供給量を 10％以上拡大すること。ただし、公共牧場内のみで飼

料供給量の拡大の取組を行う場合は、飼料供給量を 15％以上拡大する
ものとする。 

    （イ）飼料供給先の農家戸数を３戸以上増加すること。なお、基準年におけ
る実績がない場合においては、天災地変その他やむを得ない事由がある
ときを除き、第６第２項の要件を満たした上で、飼料供給先の農家戸数
を３戸以上確保するものとする。 

  （２）優良和牛の増産 
     次のいずれかの成果目標を設定するものとする。なお、アの基準年は事業

実施年度、イからエまでの基準年は事業実施前年度とし、目標年度は事業完
了年度から３年度以内とする。 

    ア 和子牛の生産頭数の拡大 
 事業を実施する公共牧場が所有及び供用する繁殖雌牛等頭数（本事業で
導入した牛を含む。）の２倍以上の頭数の和子牛を生産し、かつ、当該和
子牛のうち高資質和子牛が過半数を占めること。 

    イ 和牛受精卵の供給量又は移植の増加 
和牛受精卵の供給個数又は自牧場での和牛受精卵の移植個数が 10％以

上増加し、かつ、当該増加個数のうち高資質和子牛の生産が見込まれるも
のが過半数を占めること。 

    ウ 受託繁殖雌牛を活用した和子牛の生産拡大 
 繁殖雌牛の受託を 10％以上増頭し、受託した繁殖雌牛に人工授精を行
い、妊娠確認が取れた頭数を 10％以上増加させること。さらに、人工授
精に使用した種雄牛の育種価は、当該公共牧場が所在する都道府県等にお
いて上位２分の１以上であること。 
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    エ 受託乳用牛を活用した和子牛の生産拡大 
受託した乳用牛に和牛受精卵移植を実施し、妊娠確認が取れた頭数を

10％以上増加させること。さらに、当該増加した妊娠確認牛のうち高資質
和子牛の生産が見込まれるものが過半数を占めること。 

 
第５ 事業実施主体 

要綱第５第２項に定める事業実施主体のうち、同項第８号の農林水産省畜産局長
（以下「畜産局長」という。)が別に定める者は、以下の１から６までのいずれか
に該当する組織であることとする。 
１ 農業協同組合又は農業協同組合連合会が株主となっている株式会社であって、

農業協同組合、農業協同組合連合会、地方公共団体又は独立行政法人農畜産業振
興機構がその発行済株式のうち議決権のある株式の総数の過半数を保有している
もの 

２ 公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人又は一般財団法人（定款におい
て、農業の振興を主たる事業として位置付けているものに限る。） 

３ 農業を営む個人が株主又は社員となっている株式会社又は会社法（平成 17 年
法律第 86 号）第 575 条第１項に規定する持分会社（以下「持分会社」とい
う。）であって、以下の（１）から（３）までの全ての要件に適合するもの 

（１）農業を主たる事業として営んでいること。 
（２）株式会社にあっては、株主の総数が 50 人以下であり公開会社（会社法第２

条第５号に規定する公開会社をいう。）でないこと、かつ、農業を営む個人及
び法人がその総株主の議決権の過半数を有していること。 

（３）持分会社にあっては、農業を営む個人が業務を執行する社員の数の過半を占
めること。 

４ ３戸以上の農業を営む個人が構成員となっている任意団体であって、以下の
（１）及び（２）の要件に適合するもの 

（１）農業を営む個人が直接の主たる構成員であること。 
（２）その規約が以下に掲げる事項の全てに該当していること。 

ア 当該団体の目的として、機械及び施設等の整備等を図ることにより畜産経
営の生産性の向上に資する旨の規定が盛り込まれていること。 

イ 代表者及び代表権の範囲並びに代表者の選任の手続を明らかにしているこ
と。 

ウ 意思決定の機関及びその方法について定めがあり、意思決定に対する構成
員の参加を不当に差別していないこと。 

エ 共同利用施設等の利用法が公平を欠くものでないこと。 
オ 収支計算書、会計帳簿を作成している等財務及び会計に関し必要な事項を

明らかにしていること。 
５ 国産飼料の生産を主たる事業として営む法人（原則として、直近３年以上の活

動実績があること。） 
６ 地方農政局長（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては沖縄

総合事務局長。以下同じ。）が特に必要と認める団体 
 
第６ 事業の実施基準 

１ 施設等の改修・整備、機械導入に係る実施基準 
（１）補助対象事業費は、実施地域の実情に即した適正な現地実効価格により算定

するものとし、施設等の改修・整備の規模については、それぞれの目的に合致
するものでなければならないものとする。 
また、補助対象事業費の積算等については、「補助事業の効率的な実施につ
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いて」（昭和 55 年４月 19 日付け 55 構改Ａ第 503 号農林水産省構造改善局
長、農蚕園芸局長、畜産局長、食品流通局長通知）及び「過大積算等の不当事
態の防止について」（昭和 56 年５月 19 日付け 56 経第 897 号農林水産省大臣
官房長通知）によるものとする。 

（２）地方農政局長は、事業実施主体が改修・整備を行った施設等及び導入した機
械が当初の事業実施計画に従って適正かつ効率的に運用されていないと判断さ
れる場合（施設等の利用率、作付率及び稼働率のうちいずれかが 70％未満の状
況が３年間継続している場合）には、当該事業実施主体に対し、改善指導を行
うものとする。 

（３）補助対象となる機械・施設等は、原則として、新品、新築又は新設によるも
のとし、耐用年数がおおむね５年以上のものとする。また、改修の場合には、
改修後の耐用年数が５年以上のものとする。ただし、既存の施設及び資材の有
効活用並びに補助対象事業費の低減等を図る観点から、本対策の実施地区の実
情に照らし適当と認められる場合には、増築、併設、合体施工若しくは直営施
工を行い、又は古品、古材若しくは間伐材の利用を推進するものとする。 
なお、この場合の古材については、原則として、新資材と一体的な施工及び

利用管理を行う上で不都合のない適正な耐用年数を有するものとする。 
このほか、資材の選定に当たっては、「森林・林業基本計画」（令和３年６

月 15 日閣議決定）の趣旨を踏まえた木材の利用となるよう考慮した上で、適
切な選定を行うものとする。 

（４）補助対象となる機械・施設等については、既存の機械・施設等の代替とし
て、同種・同能力のものを再度整備すること（いわゆる更新）は、交付対象外
とする。また、機械については、その導入目的に即して適正に使用するものと
する。 

（５）本事業により整備する機械・施設等の能力及び規模は、事業実施主体内で十
分に協議し、適切な能力及び規模のものを選定するものとする。 

（６）施設等の整備に伴う用地の買収又は造成に要する経費、賃借に要する経費又
は補償費は、補助の対象外とする。 

（７）要綱第 31 の助成の対象経費は、本事業の成果目標の達成に要する経費であ
って、本事業の対象として明確に区分できるものであり、かつ、証拠書類によ
って金額等が確認できるものに限るものとする。 

（８）施設整備に当たっては、以下に掲げる基準事業費を補助の上限額とする。た
だし、地域の実情等やむを得ない事由により地方農政局長が特に認めた場合
は、この限りでない。 

 

施設整備の内容 基準事業費 特認事業費 

 
① 飼料調製貯蔵用施設 
 ・バンカーサイロ 
 ・ストックヤード 
 ・飼料庫（乾草舎を含み、附帯設備を

除く。） 
 ・飼料調製・梱包施設 
  （附帯設備を除く。） 

 
 
７千円／㎥ 
10千円／㎡ 
45千円／㎡ 
 
50千円／㎡ 
 

 
 
９千円／㎥ 
13千円／㎡ 
59千円／㎡ 
 
65千円／㎡ 
 

 
② 家畜飼養管理施設 
 ・乳用牛舎 
   （ストール等附帯部分を除く。）    

 
 
45千円／㎡ 
 

 
 
59千円／㎡ 
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  ・肉用牛舎 
   （ストール等附帯部分を除く。） 

29千円／㎡ 
 

38千円／㎡ 
 

 
③ 家畜ふん尿処理施設 
  ・堆肥舎         
 ・尿貯留施設  1,000㎥未満 
                1,000㎥以上 

（附帯設備を除く。） 

 
 
45千円／㎡ 
30千円／㎥ 
25千円／㎥ 
 

 
 
59千円／㎡ 
39千円／㎥ 
36千円／㎥ 
 

 
２ 事業実施前年度における取組実績がない場合の実施基準 

   第３第１項（２）アの取組みを行うに当たって、事業実施前年度における取組
実績がない場合は、天災地変その他やむを得ない事由があるときを除き、次の
（１）及び（２）の各要件を満たすものとする。 

 （１）目標年度までに利用を計画する草地等（採草地、採草放牧兼用地及び飼料畑
をいう。以下同じ。）の実面積は、おおむね３ha 以上とすること。 

 （２）目標年度までに利用を計画する草地等の 50％以上の面積において、本事業
により草地改良等の取組みを行うこと。ただし、事業実施年度の直前４年以内
に、目標年度までに利用を計画する草地等の 50％以上の面積において草地改
良等を実施している場合はこの限りでない。 

３ その他の取組に係る実施基準 
（１）第３第１項（２）の取組を行う場合は、別記様式第１号により、目標年度ま

での飼養計画及び目標年度の飼料生産・供給計画を記載した強化計画を策定す
るものとする。 

（２）第３第１項（２）のイの（ア）の繁殖雌牛等の導入を行う場合は、牛の個体
識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（平成 15 年法律第 72
号）第８条から第 13 条までの規定を遵守するとともに、導入した繁殖雌牛等
の個体識別情報の写しを実績報告の際に提出するものとする。 

（３）第３の第１項（２）のアの（イ）及びイの（エ）の草地改良等に当たって
は、現地調査、土壌分析や堆肥分析等に基づく適正な土壌改良資材及び肥料の
投入、優良品種の導入により行うものとする。 

（４）土壌分析及び飼料分析を行う場合は、公的機関等により実施されるものとす
る。ただし、既に公的機関等が分析した結果を有している場合には、その分析
結果を用いることができるものとする。また、調査分析の方法の詳細について
は、飼料自給率向上総合緊急対策事業実施要領（令和４年 12 月 27 日付け４畜
産第 1933 号農林水産省畜産局長通知）別紙２－２－①別添の草地難防除雑草
駆除対策調査分析実施方法によるものとする。本事業は、これらの分析によ
り、飼料生産基盤として利用が確実に見込まれる草地等を対象とする。 

（５）本事業で利用する牧草等の優良品種の種子については、原則として飼料作物
優良品種種子利用促進要領（昭和 50 年４月 21 日付け 50 畜Ｂ第 233 号農林省
畜産局長通知）第１の１に基づき都道府県知事が指定する奨励品種であって、
品質の証明を受けたもの（以下「奨励品種」という。）とする。ただし、奨励
品種を利用しない場合には、都道府県試験場等の公的機関が奨励品種と同等の
品質であると証明した品種の種子とする。 

（６）本事業で利用する農薬剤については、農薬取締法（昭和 23 年法律第 82 号）
第３条第９項に基づき農薬の登録がなされているものとする。 

 
第７ 事業実施手続   

１ 事業実施計画の提出 



6 
 

（１）要綱第 10 の事業実施計画については、別記様式第１号により作成するもの
とする。また、要綱第 10 第４項の費用対効果分析は、「強い農業づくり総合
支援交付金の費用対効果分析の実施について」（令和４年４月１日付け３新食
第 2087 号、３農産第 2896 号、３畜産第 1989 号、農林水産省総括審議官（新
事業・食品産業）、農林水産省農産局長、農林水産省畜産局長通知）に準じて
実施し、投資効率等を十分検討するものとする。 

（２）事業実施主体は、前号の事業実施計画の作成を行うに当たって、あらかじめ
関係する機関（市町村、都道府県、農協、畜産農家等）と調整を図ることとす
る。 

（３）地方農政局長は、事業実施主体に対し、前号の関係する機関との調整の結果
について、必要に応じ報告を求めることができるものとする。 

（４）要綱第 10 第１項により交付申請書に添付された事業実施計画の提出を受け
た地方農政局長は、事業実施計画に記載された内容がその管轄を越える場合、
関連する地方農政局長に連絡するとともに、必要に応じて事業実施計画の内容
の確認等の協力を求めることができるものとする。 

２ 事業審査基準 
（１）要綱第 10 第１項により交付申請書の提出を受けた地方農政局長は、別表２

の審査項目について審査を行い、審査項目１から３まで及び５において「適切
でない」と判断される項目がない場合に限り、事業実施主体として採択する。    

（２）地方農政局長は、前号の審査に当たり、必要に応じ関係部局で構成する検討
会を開催し公平性の確保に努めるものとする。 

（３）地方農政局長は、要綱第 11 第１項により交付決定を行った場合には、畜産
局長に報告するものとする。 

３  事業の優先採択 
事業の採択に当たって、申請額が予算額を超えた場合には、別表２の審査項目

について審査基準に基づいて採点を行った地方農政局の審査結果を畜産局で取り
まとめ、得点の多い順に予算を配分する。なお、得点が同点の場合は、別表２の
審査項目６の点数が高い順とする。 

 
第８ 事業の着工 
１ 事業の着工（資材・機械の発注を含む。以下同じ。）は、原則として、補助金

交付決定後に行うものとする。 
ただし、地域の実情において事業の効果的な実施を図る上で緊急かつやむを得

ない事情がある場合にあっては、事業の内容が明確となり、かつ、補助金の交付
が確実となったときに限り、事業実施主体は、交付決定前であっても着工するこ
とができる。この場合においては、事業実施主体は、交付決定までのあらゆる損
失等は自らの責任とすることを了知の上で行うものとする。 

２ 前項のただし書により交付決定前に着工する場合については、事業実施主体
は、あらかじめ地方農政局長の適正な指導を受けた上で、交付決定前着工届（以
下「着工届」という。）を別記様式第２号により、地方農政局長に提出するもの
とする。 

３ 地方農政局長は、事業実施主体の第１項のただし書による着工については、事
前にその理由等を十分に検討して、交付決定前に着工する範囲を必要最小限にと
どめるよう指導するほか、着工後においても、必要な指導を十分に行うことによ
り、当該事業が適正に行われるようにするものとする。 

４ 事業実施主体は、交付決定前に着工した場合には、補助金交付申請書に着工年
月日及び着工届の文書番号を記載するものとする。 

 
第９ 事業実施状況の報告 
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１ 要綱第 32 の事業実施状況の報告は、事業実施年度の翌年度以降、目標年度ま
で毎年７月末日までに別記様式第３号により地方農政局長に報告するものとす
る。 

２ 地方農政局長は、前項の報告の内容について検討し、成果目標の達成が見込ま
れないと判断したときは、事業実施主体に対して必要な指導を行うものとする。 

 
第 10 事業の評価 
１ 要綱第 33 の事業評価の報告は、別記様式第４号により事業実施主体自らが事

業評価を行い、その結果を目標年度の翌年度の８月末日までに地方農政局長へ提
出するものとする。 

２ 地方農政局長は、報告を受けた前項の結果について、関係部局で構成する検討
会を開催し、その内容を点検するものとする。 

３ 地方農政局長は、前項において事業実施計画に掲げた成果目標が達成されてい
ない場合（事業実施主体の責に帰さない社会的情勢の変化等による場合を除く）
には、事業実施主体に対し成果目標の達成に必要な指導を行い、成果目標が達成
されるまでの間、改善状況の報告をさせるものとする。 

 
第 11 施設等の管理運営等 

１ 管理運営 
事業実施主体は、本事業により整備した施設等を、常に良好な状態で管理し、

必要に応じて修繕等を行い、その設置目的に即して最も効率的な運用を図ること
で適正に管理運営するものとする。 

また、本事業により整備した施設等には、本事業名、事業実施年度、事業実施
主体名を表示するものとする。 

２ 管理委託 
施設等の管理は、原則として、事業実施主体が行うものとする。 
ただし、事業実施主体が本事業により整備した施設等の管理運営を直接行い難

いなど、やむを得ない場合には、事業実施主体以外の者に管理運営を委託するこ
とができるものとする。 

３ 指導監督 
地方農政局長は、本事業の適正な推進が図られるよう、事業実施主体に対し、

適正な管理運営を指導するとともに、事業実施後の管理運営、利用状況及び事業
効果の把握に努めるものとする。 

また、地方農政局長は、関係書類の整備、施設等の管理、処分等において適切
な措置を講じるよう、十分に指導監督するものとする。 

 
第 12 導入牛等の管理運営等 

１ 管理運営 
   事業実施主体は、本事業の目標年度が終了した後においても、要綱第 26 で定

めた財産処分制限期間は引き続き導入牛の飼養を継続し、善良な管理をもって、
事業目的に沿った利用を行うものとする。 

   また、導入牛は、事業実施主体の所有であることとする。ただし、公共牧場の
運営期間外に事業実施主体以外の者に貸付又は管理委託をすることができるもの
とする。この場合において、事業実施主体は、導入牛等の貸付又は管理委託に係
る規程を整備するものとし、かつ、借受者又は管理受託者との間に家畜の管理及
び保全を内容とする契約を締結するものとする。 

 ２ 事故等による損害賠償 
   導入牛に盗難、失踪、死亡、その他重大な事故が生じた場合には、事業実施主
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体は、遅滞なく、その旨を地方農政局長に報告し、指示を受けるものとする。 
   事業実施主体は、事故発生後においても、代替牛を導入するなどして強化計画

に基づく取組の実施に努めるものとする。 
 

第 13 不正行為に対する措置 
地方農政局長は、事業実施主体が本事業の実施に関連して不正な行為又はその疑

いがあると認めた場合には、事業実施主体に対し、当該不正またはその疑いのある
行為に関する事実関係及び発生原因の究明並びに再発防止のための是正措置等の適
切な措置を講ずるよう求めるものとする。 

 
第 14 その他 
１ 地方農政局長は、この要領に定めるもののほか、本事業の実施について、事業 

実施主体に対し、必要に応じ調査し、又は報告を求めることができるものとす
る。 

２ この要領に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項については、
畜産局長が別に定めるものとする。 

 
附 則 

この実施要領は、令和３年４月１日から施行する。 
 

附 則 
１ この実施要領の改正は、令和４年４月１日から施行する。 
２ 令和３年度に終了した事業については、この要領による改正前の規定は、なお効

力を有するものとする。 
 

附 則 
１ この実施要領の改正は、令和５年４月１日から施行する。 
２ １による改正前の本要領に基づき実施した事業については、なお従前の例によ

る。 
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別表１ 
 

補助対象経費及び補助率について 
 

区 分 補助対象基準 補助率 

１ 強化計画の策定 ①  検討会開催に係る経費 
 （会場借料、資料印刷費、通信

運搬費、消耗品費、取りまと
め費 等） 

② 現地調査に係る経費 
 （旅費、資料印刷費 等） 
  

定額 
 
 
 
 

２ 公共牧場機能強化
等体制整備 

（１）国産飼料の生産
・供給 

  ア 国産飼料の生
産・供給体制の
構築 

 
 
 
 
① 検討会開催に係る経費 
 （会場借料、資料印刷費、通信

運搬費、消耗品費、取りまと
め費 等） 

② 現地調査に係る経費 
（旅費、資料印刷費 等） 
 

 
 
 
 
定額 

  イ 草地改良等や
飼料生産・調製
機械等の導入 

① 対象となる草地改良等に係る
経費は次のとおり。 

 ・土壌分析費 ・堆肥分析費 
 ・飼料分析費 ・薬品費 
 ・肥料費 ・土壌改良資材費 
 ・種子費 ・暗渠資材費 
 ・燃料費 ・作業委託費 等 
 
② 対象となる飼料生産・調製機

械は次のとおり。 
・耕うん用機械 
・砕土整地用機械 
・堆肥散布機 
・堆肥切返作業機 
・播種用機械（牧草、とうもろ 

こし、ソルゴー） 
・追播種機 
・刈取機 ・運搬機 
・反転機 ・集草機 
・フォーレージハーベスター 
・とうもろこし収穫機 
・梱包機 ・梱包格納用機械 
・サイレージ等取出機 
・積込機 等 

１／２以内（ただし、
草地改良に係る経費の
10a当たりの補助額の
上限は、1.5万円とす
る。なお、施工が完了
する前において、自然
災害による土壌流出、
その他やむを得ない理
由により再施工が必要
と地方農政局長が認め
る場合は、この限りで
ない。） 
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  ウ 飼料生産・調

製・保管・供給
体制の強化を図
るための施設等
の改修・整備 

飼料調製貯蔵用施設の整備費で
あり、対象となる施設は次のとお
り（これらと一体的に整備する附
帯施設、機器等を含む。）。 
 ・ストックヤード ・飼料庫   
 ・乾草舎 ・バンカーサイロ  
 ・飼料調製・梱包施設 等 
 

１／２以内 

  エ 施設等の整備
に係る施設用地
の改良及び既存
施設の撤去 

対象となる施設用地の改良及び
既存施設の撤去に係る経費は次の
とおり。 
 ・施設用地改良費 

・既存施設撤去費 等 
 

１／２以内 

（２）優良和牛の増産 
  ア 和子牛供給体

制強化を図るた
めの繁殖雌牛等
の導入 

 

 
対象となる繁殖雌牛等は、和子

牛の生産において、その産子を供
給・保留することを目的として繁
殖の用に供する肉専用種、乳用種
又は交雑種の雌牛とする。 

なお、繁殖雌牛等の導入経費に
は、家畜の購入時の価格及び購入
に要する諸経費（手数料、購入旅
費、運搬経費等）を含む。 

  

 
１／２以内（１頭当た
りの補助額の上限は、
肉専用種妊娠牛につい
ては27.5万円、繁殖に
供する雌牛については
17.5万円とする。） 

  イ 繁殖雌牛等の
導入又は預託受
入頭数の拡大に
必要な施設等の
改修・整備 

対象施設は次のとおり（これら
と一体的に整備する附帯施設、機
器等を含む。）。 
① 家畜飼養管理施設 
（乳用牛） 
 ・乾乳牛舎 ・育成牛舎 等 
（肉用牛） 
 ・繁殖雌牛用牛舎 

・分娩用牛舎 
 ・子牛哺育育成牛舎 等 

   
②  繁殖関連施設 
 ・受精卵移植施設 等 

   
③  家畜ふん尿処理施設 
 ・堆肥舎 ・尿貯留施設     
 ・貯留槽 ・堆肥発酵施設 等  

  
④  放牧関連施設 
 ・家畜避難舎 ・看視舎 

・牧柵 ・飲水施設  等 
 

１／２以内 
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  ウ 草地改良等や
飼料生産・調製
機械等の導入 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 対象となる草地改良等に係る
経費は次のとおり。 

 ・土壌分析費 ・堆肥分析費 
 ・飼料分析費 ・薬品費 
 ・肥料費 ・土壌改良資材費 
 ・種子費 ・暗渠資材費 
 ・燃料費  ・作業委託費 等 
 
② 対象となる飼料生産・調製機

械は次のとおり。 
・耕うん用機械 
・砕土整地用機械 
・堆肥散布機 
・堆肥切返作業機 
・播種用機械（牧草、とうもろこ

し、ソルゴー） 
・追播種機 ・刈取機 
・運搬機 ・反転機 
・集草機 
・フォーレージハーベスター 
・とうもろこし収穫機 
・梱包機 ・梱包格納用機械 
・サイレージ等取出機 
・積込機 等 
 

１／２以内（（ただし
、草地改良に係る経費
の10a当たりの補助額
の上限は、1.5万円と
する。なお、施工が完
了する前において、自
然災害による土壌流出
、その他やむを得ない
理由により再施工が必
要と地方農政局長が認
める場合は、この限り
でない。） 

  エ 飼料生産・調
製・保管・供給
体制の強化を図
るための施設等
の改修・整備 

 飼料調製貯蔵用施設の整備費で
あり、対象となる施設は次のとお
り（これらと一体的に整備する附
帯施設、機器等を含む。）。 
 ・ストックヤード ・飼料庫   
 ・乾草舎 ・バンカーサイロ  
 ・飼料調製 ・梱包施設 等 
 

１／２以内 
 
 
 
 
 

  オ 施設等の整備
に係る施設用地
の改良及び既存
施設の撤去 

対象となる施設用地の改良及び
既存施設の撤去に係る経費は次の
とおり。 
 ・施設用地改良費 

・既存施設撤去費 等 
  

１／２以内 

  カ 和子牛供給体
制強化に必要な
２（２）ウ以外
の機械等の導入 

 
 
 
 
 

① 繁殖技術向上に係る機械等の
導入費で、対象となる機械装置
等は次のとおり。 

 ・受精卵移植関連機械装置 
 ・分娩監視装置 

・発情発見装置 等 
 
② 家畜飼養管理機械装置等の導

入費で、対象となる機械装置等

１／２以内 
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は次のとおり。 
 ・ICタグ、ICタグ管理システム 
 ・哺乳ロボット ・飼養ゲージ 
 ・飼料タンク 

・飼料調製用機械 
 ・ミキサーフィーダー 等 
 
③ 放牧関連機械装置等の導入費

で、対象となる機械装置等は次
のとおり。 

 ・放牧地の繋留施設（スタンチ
ョン） 

 ・放牧用電牧機 
・ICタグ、ICタグ管理システム 

 等 
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別表２ 
 

公共牧場機能強化等体制整備事業審査表 
 

 

審査項目 審査の観点 審査基準 評価 

１ 事業執
行体制の
妥当性 

○ 事業実施主体の要件を満たして
いるか。 

○ 定款など組織運営に必要な規程
は整備されているか。 

○ 事業を執行するために必要な体
制（人員、事務処理体制、管理体
制）を有しているか。 

  

【５点満点】 
５点：適切 
３点：一部見直しが必要 
０点：適切でない 
※０点の場合は不採択   

２ 事業執
行方法の
妥当性 

○ 申請者の現状における課題が明
確となっており、その課題解決に
向けた取組内容となっているか。
また、取組内容は事業の趣旨と合
致しているか。 

○ 事業の執行に当たり、適正なス
ケジュールが設定されているか。 

○ 提出された事業実施計画書に記
載漏れはないか。また、添付書類
の欠落はないか。 

  

【５点満点】 
５点：適切 
３点：一部見直しが必要 
０点：適切でない 
※０点の場合は不採択 

   

３ 補助金
管理体制
の妥当性 

○ 会計規程が整備されているか。 

○ 円滑な経理事務を行うことがで
きる適正な執行体制を有している
か。 

○ 財務状況が健全な団体である
か。 

  

【５点満点】 
５点：適切 
３点：一部見直しが必要 
０点：適切でない 
※０点の場合は不採択 

  

４ 交付決
定取消の
原因とな
る行為の
有無  

○ 過去３か年に国からの交付決定
取消を受けていないか。 

該当する場合は、－８点 

  

５ 事業計
画等の妥
当性 

＜取組内容の効率性＞ 
○ 取組の内容が、要綱第１の趣旨

及び第３の目的に沿っているか。 

〇 成果目標を達成するために効果
的な内容となっているか。 

○ 導入する家畜、機械及び整備を

【５点満点】 
５点：極めて適切 
４点：適切 
３点：概ね適切 
２点：一部見直しが必要 
１点：大幅な見直しが 
   必要 
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行う施設等が、成果目標の達成に
寄与するものであるか。導入する
家畜、機械及び整備を行う施設等
の適正な利用が確実であると認め
られ、かつ、施設等の耐用年数の
期間にわたり十分な利用が見込ま
れるか。 

○ 導入する家畜、機械及び整備を
行う施設等の能力及び規模が適正
であり、かつ、過大なものではな
いか。 

○ 収支計画が明らかになってお
り、収支の均衡がとれていると認
められるか（地方自治体を除
く。）。 

○ 施設等を整備するに当たり、費
用対効果分析が実施され、投資効
率等が十分検討されているか。 

○ 申請者の負担分の適正な資金調
達及び償還計画が策定されている
か。さらに、その計画が確実に実
行されると見込まれるか。 

○ 補助金額は、実施要領第６第１
項（８）に示す上限金額の範囲内
であるか。 

  

０点：適切でない 
※０点の場合は不採択 

＜成果目標の妥当性＞ 
○ 成果目標が適正に設定されてお

り、かつ過小又は過大なものとな
っていないか。 

〇 目標年度が適切に設定されてい
るか。 

【５点満点】 
５点：極めて適切 
４点：適切 
３点：概ね適切 
２点：一部見直しが必要 
１点：大幅な見直しが 
   必要 
０点：適切でない 
※０点の場合は不採択 
 

 

６ 飼料自
給率向上
への寄与 

〇 国産飼料の生産・供給の取組み
における成果目標の設定数値に応
じて加算。 

 
 

５点：35％以上 
３点：25％～34％ 
１点：15％～24％ 
 

 

７ その他 〇 事業の円滑な遂行に向けて、都
道府県、市町村、関係機関等と連
携が取れている体制となっている
か。 

 

連携体制が取れる体制と
なっていれば、２点加算 
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〇 広域的な取組み（複数の都道府
県区域に及ぶ取組み等）となって
いるか。 

 

広域的な取組みとなって
いれば、２点加算 

 

〇 事業対象の公共牧場において障
害者が就労しているか。 

 

就労していれば、１点加
算  

  満点  35 点   

 

 

地方農政局の所見 
 
 
 
 
 
 

※ 一部見直しが必要又は大幅な見直しが必要との評価の場合は、どのような見直しが必要か記

載すること。    

※ 一部見直しが必要又は大幅な見直しが必要との評価を受けた事業実施主体候補者に対して

は、採択通知に該当箇所の見直しを条件とする旨、記載すること。   

※ 事業執行体制の妥当性、事業執行方法の妥当性、補助金管理体制の妥当性及び事業計画等の

妥当性のいずれか１つでも適切でないと評価を受けた場合は、不採択とする。  
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別記様式第１号（第６第３項（１）及び第７第１項（１）関係） 

 

公共牧場機能強化等体制整備事業 実施計画書 

  

 

事 業 費 総 括 表 

  

 

 

事業内容 

 

 

事業費 

 

負担区分 

国庫補助金 

 

事業 

実施主体 

  

１ 強化計画の策定 

 

２ 公共牧場機能強化等体制整備 

（１）国産飼料の生産・供給 

  ア 国産飼料の生産・供給体制の構築 

 

  イ 草地改良等や飼料生産・調整機械

等の導入 

 

  ウ 飼料生産・調製・保管・供給体制

の強化を図るための施設等の改修・

整備 

 

  エ 施設等の整備に係る施設用地の改

良及び既存施設の撤去 

 

（２）優良和牛の増産 

ア 和子牛供給体制強化を図るための

繁殖雌牛等の導入 

 

イ 繁殖雌牛等の導入又は預託受入頭

数の拡大に必要な施設等の改修・整

備 

 

ウ 草地改良等や飼料生産・調製機械

等の導入 

 

エ 飼料生産・調製・保管・供給体制

の強化を図るための施設等の改修・

整備 

 

オ 施設等の整備に係る施設用地の改

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 
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良及び既存施設の撤去 

 

カ 和子牛供給体制強化に必要なウ以

外の機械等の導入 

 

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業の目的及び内容 
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公共牧場機能強化等体制整備事業 実施計画書 

公共牧場機能強化等体制整備計画 

 

１ 事業実施主体の概要 

名 称  

（代表者名）  

住 所 

〒 

TEL（   ）   － 

公共牧場 
との関係 

 

 
 
２ 公共牧場の概要 

名 称  

所在地 〒 

事業実施形態 
（当てはまる項目の右に○を記入）  

草地や施設等を共同利用する牧場・・・Ａ  

和牛等の育種改良・増殖当を行う試験場等・・・Ｂ  

所有者  管理者   

面 積 
（ha） 

放牧地 採草地 
採草・放牧 
兼用地 飼料畑 その他 総面積 

      

自家所有 
家畜頭数 
（頭） 

畜 種 頭 数 備 考 

   

受入可能 
家畜頭数 
（頭） 

受入可能頭数 受入頭数（事業実施前年度実績） 

畜 種 冬 期 夏 期 畜 種 冬 期 夏 期 

      

利用農家 
戸数 

（戸） 

畜 種 管轄地域内  管轄地域外  備 考 

    

  ※ 事業実施形態がＢに該当する場合は、「名称」「所在地」「事業実施形態」「自家所有家畜頭数」のみ記載する。 

※  「面積」は、肥培管理の実施如何を問わず、利用目的の別により分類して記載する。 

※  実施状況報告においては、当該年度の実施状況を記載すること。 

 
 

３ 事業の目的 
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４ 事業の内容 

 ※ 複数の取組を行う場合には、その内容が分かるように記載すること。 

 

 

 

５ 地域畜産の概況 

 

 

 

６ 飼養計画（乳用牛・肉用牛）  

 

受託牛 
自家 

所有牛 
合計 

平均 

飼養日数 

延べ 

飼養頭数 

（a） （b） （c＝a＋b） （d） （e＝c×d） 

頭 頭 頭 日 頭・日 

事業 

実施 

前年度 

乳用牛      

肉用牛      

計 
      

うち管轄地域外      

事業 

実施 

年度 

乳用牛      

 うち本事業による導入      

肉用牛      

 うち本事業による導入      

計 
      

うち管轄地域外      

事

業

実

施

後 

１

年

目 

乳用牛      

肉用牛      

計 
      

うち管轄地域外      

２

年

目 

乳用牛      

肉用牛      

計 
      

うち管轄地域外      

３

年

目 

乳用牛      

肉用牛      

計 
      

うち管轄地域外      

※  事業実施後の飼養計画は、成果目標の設定年度まで記載する。 
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７ 飼料生産・供給計画（試験場等において、和牛の人工授精及び受精卵移植のみを行う場合は、記載

を省略できる。）  

事
業
実
施
前
年
度 

草地等 

利用面積 

（ha） 

放牧地 採草地 
採草・放牧 

兼用地 
飼料畑 

未活用 

草地等面積

（ha） 

 

    

飼
料
収
穫
量 

作物名 
単 位

（○） 飼
料
生
産
量 

飼料名 
単 位

（○） 

    

    

合 計  合 計  

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位

（○） 

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位 

（○） 

    

    

(場内) 合 計  (場外) 合 計  

 飼料供給農家戸数（戸）  

飼
料
購
入
量 

飼料名 
単 位

（○） 
備 

考 

   

  

合 計  

目
標
年
度 

（
令
和
○
年
度
） 

草地等 

利用面積 

（ha） 

放牧地 採草地 
採草・放牧 

兼用地 
飼料畑 

未活用 

草地等面積

（ha） 

 

    

飼
料
収
穫
量 

作物名 
単 位

（○） 飼
料
生
産
量 

飼料名 
単 位

（○） 

    

    

合 計  合 計  

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位

（○） 

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位 

（○） 

    

    

(場内) 合 計  (場外) 合 計  

 飼料供給農家戸数（戸）  

飼
料
購
入
量 

飼料名 
単 位

（○） 
備 

考 

   

  

合 計  

※ 「飼料供給量」は場内で生産した飼料について、（場内）は場内利用量、（場外）は場外供給量を記載する。 

※ 「飼料生産量」及び「飼料供給量」について、事業実施年度から目標年度にかけて飼料の調整方法を変更する場合は、水分

含量及び副資材の配合量等を考慮して推計した数値とする。この場合、推計の過程が分かる資料を添付すること。 

※ 実施状況報告において、目標年度の各項目は、当該年度の実施状況を記載すること。 
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８ 和子牛の生産・供給計画（要領第４第２項（２）アの成果目標を設定する場合に記載） 

区 分 

自家所有 

繁殖雌牛等 生産頭数 
自家保留 

頭 数 

供給（出荷） 

頭 数 備 考 

品種・用途 
頭 数 

（頭） （頭） （頭） （頭） 

事業実施 

前年度 

  雄  雄  雄  種畜供給頭数： 

  雌  雌  雌  

事業 

実施年度 

  雄  雄  雄  本事業による繁

殖雌牛等の導入

頭数：   雌  雌  雌  

事

業

実

施

後 

１年目 
  雄  雄  雄   

  雌  雌  雌  

２年目 
  雄  雄  雄   

  雌  雌  雌  

３年目 
  雄  雄  雄   

  雌  雌  雌  

※ 事業実施後の和子牛の生産・供給計画は成果目標の設定年度まで記載すること。 

※ 自家所有繁殖雌牛等頭数は、品種（黒毛和種、ホルスタイン種等）及び用途（殖用、受卵牛等）を区分して記載すること。

また、自家所有繁殖雌牛等の育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

※ 生産頭数、自家保留頭数及び供給（出荷）頭数は、内訳として雄雌を区分して記載すること。この場合の雄には去勢を含

む。 

※ 事業実施年度における繁殖雌牛等の導入頭数を備考欄に記載すること。 

※ 事業実施前年度において、成牛の和牛種畜の供給（出荷）実績がある場合には、備考欄に品種・用途別に頭数を記入する

こと。 

 

９ 和牛受精卵の生産・供給計画（要領第４第２項（２）イの成果目標を設定する場合に記載） 

区 分 

供卵牛 

頭 数 

和牛受精卵 

生産個数 

 

備 考 自家利用 供 給 

（頭） （個） （個） （個） 

事業実施 

前年度 
     

事業実施 

年度 
     

事

業

実

施

後 

１年目      

２年目      

３年目      

※ 事業実施後の和牛受精卵の生産・供給計画は、成果目標の設定年度まで記載する。 

※ 供卵牛・種雄牛の育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

 

10 受託繁殖雌牛の人工授精計画（要領第４第２項（２）ウの成果目標を設定する場合に記載） 

区 分 
受託繁殖雌牛 

頭 数 

人工授精 

実施頭数 

妊娠確認 

頭 数 
備 考 
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（頭） （頭） （頭） 

事業実施 

前年度 
    

事業実施 

年度 
    

事

業

実

施

後 

１年目     

２年目     

３年目     

※ 事業実施後の受託繁殖雌牛の人工授精計画は、成果目標の設定年度まで記載すること。 

 ※ 人工授精用の種雄牛の育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

 

11 受託乳用牛の和牛受精卵移植計画（要領第４第２項（２）エの成果目標を設定する場合に記載） 

区 分 

受託乳用牛 

頭 数 

受精卵移植 

実施頭数 

妊娠確認 

頭 数 備 考 

（頭） （頭） （頭） 

事業実施 

前年度 
    

事業実施 

年度 
    

事

業

実

施

後 

１年目     

２年目     

３年目     

※ 事業実施後の受託乳用牛の和牛受精卵移植計画は、成果目標の設定年度まで記載すること。 

 ※ 受精卵の育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

 

 

12 成果目標及び目標年度 

（１）目標年度 

◯年度 ※事業完了年度から３年度以内とする。 

 

（２）成果目標  

ア 国産飼料の生産量（要領第４第２項（１）アの成果目標を設定する場合に記載） 

 事業実施 

前年度 

成果目標 

備 考 
目標年度 拡大率 

（単位○） （単位○） （％） 

(a) (b) ((b－a)÷a×100) 

飼料収穫量    ≧拡大率 15％ 

※ 「７ 飼料生産・利用計画」に記載した数値と整合すること。 

※ 目標年度の飼料収穫量の拡大率が 15％以上となるよう設定すること。 
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＜事業実施前年度の取組実績がない場合＞ 

  

合 計 備 考 
採草地 

採草・放牧 

兼用地 
飼料畑 

草地等利用計画実面積（ha）    (c) ≧合計面積３ha 

 草地改良等実施面積（ha）    (d) (d÷c×100≧50％) 

地域の平均単収(kg/10a）     

飼料収穫量（単位○）      

※ 「草地等利用計画実面積」は目標年度における利用計画実面積とし、３ha 以上となるよう設定すること。 

※ 「草地改良等実施面積」は事業実施年度における草地改良等実施予定面積とし、草地等利用計画実面積の 50％以上となる

よう設定すること。ただし、事業実施年度の直前４年以内に、既に草地等利用計画実面積の 50％以上の草地改良等を実施し

ている場合は、この限りでない。この際、備考欄にその旨記載するとともに、草地改良等を実施したことが分かる資料（作

業日誌等）を添付すること。 

※ 飼料収穫量は、地域の平均単収を元に設定すること。また、地域の平均単収が分かる資料を添付すること。 

※ 「７ 飼料生産・利用計画」に記載した数値と整合すること。 

 

イ 公共牧場内外での国産飼料の供給量（要領第４第２項（１）イの成果目標を設定する場合

に記載） 

  次の（ア）又は（イ）のいずれかの成果目標を設定するものとする。 

（ア）飼料供給量の拡大   

 

事業実施 

前年度 

成果目標 

備 考 
目標年度 拡大率 

（単位○） （単位○） （％） 

(a) (b) ((b－a)÷a×100) 

飼料供給量 

（場内）     

（場外）     

合 計    
≧拡大率 10％ 

（場内のみは 15％） 

※ 目標年度の飼料供給量の拡大率が 10％以上となるよう設定すること。ただし、公共牧場内のみで飼料供給量の拡大を行

う場合は 15％以上となるよう設定すること。 

※ 「７ 飼料生産・利用計画」に記載した数値と整合すること。 

 

 （イ）飼料供給先農家戸数の拡大 

 事業実施前年度 目標年度 
備 考 

(c) (d) 

飼料供給先農家戸数 戸 戸 (d-c)≧３ 

※ 目標年度の飼料供給先農家戸数が３戸以上増加するよう設定すること。 

※ 「７ 飼料生産・利用計画」に記載した数値と整合すること。 

 

＜事業実施前年度の取組実績がない場合＞ 

  

合 計 備 考 
採草地 

採草・放牧 

兼用地 
飼料畑 

草地等利用計画実面積（ha）    (e) ≧合計面積３ha 
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 草地改良等実施面積（ha）    (f) (f÷e×100≧50％) 

 飼料供給先農家戸数（戸）  ≧３戸 

※ 「草地等利用計画実面積」は目標年度における利用計画実面積とし、３ha 以上となるよう設定すること。 

※ 「草地改良等実施面積」は事業実施年度における草地改良等実施予定面積とし、草地等利用計画実面積の 50％以上となる

よう設定すること。ただし、事業実施年度の直前４年以内に、既に草地等利用計画実面積の 50％以上の草地改良等を実施し

ている場合は、この限りでない。この際、備考欄にその旨記載するとともに、草地改良等を実施したことが分かる資料（作

業日誌等）を添付すること。 

※ 目標年度の飼料供給先農家戸数が３戸以上となるよう設定すること。 

※ 「７ 飼料生産・利用計画」に記載した数値と整合すること。 

 

ウ 和子牛生産頭数（要領第４第２項（２）アの成果目標を設定する場合に記載） 

 ① 事業実施年度の繁殖雌牛等頭数：◯頭 

 ② 目標年度までの和子牛生産頭数（累計）：◯頭 ※①×２以上で設定する。 

 ③ ②のうち高資質和子牛の頭数・割合：◯頭（◯％） ※割合は 50％超で設定する。 

※ 事業を実施した公共牧場が所有及び供用する繁殖雌牛頭数（本事業で導入した牛を含む。）の２倍以上の頭数の和子牛

を生産し、かつ、当該和子牛のうち高資質和子牛が過半数を占めるように設定すること。 

※ 「８ 和子牛の生産・供給計画」に記載した数値と整合すること。 

 

エ 和牛受精卵の供給個数又は自牧場での受精卵移植個数（要領第４第２項（２）イの成果

目標を設定する場合に記載） 

① 事業実施前年度の受精卵供給個数：◯個 

 ② 目標年度の受精卵供給個数：◯個（◯個増加）※①×1.1 以上で設定する。 

 ③ ②の増加個数のうち高資質和子牛生産見込み個数・割合：◯個（◯％） 

※割合は 50％超で設定する。 

※ 受精卵の供給個数又は自牧場での受精卵移植個数が 10％以上増加し、かつ、当該増加個数のうち高資質和子牛の生産が

見込まれるものが過半数を占めるように設定すること。 

※ 「９ 和牛受精卵の生産・供給計画」に記載した数値と整合すること。 

 

オ 受託繁殖雌牛の人工授精による妊娠確認頭数（要領第４第２項（２）ウの成果目標を設

定する場合に記載） 

   ① 事業実施前年度の受託繁殖雌牛の妊娠確認頭数：〇頭 

   ② 目標年度の受託繁殖雌牛の妊娠確認頭数：〇頭 

   ③ ②のうち高資質和子牛生産見込み頭数：〇頭 

※ 繁殖雌牛の受託を 10％以上増頭し、繁殖雌牛に人工授精を行い、妊娠確認される頭数を 10％以上増加させ、さらに、

人工授精に使用する種雄牛の育種価は、当該公共牧場が所在する都道府県等において上位２分の１以上であるように設定

すること。 

※ 「10 受託繁殖雌牛の人工授精計画」に記載した数値と整合すること。 

 

カ 受託乳用牛の妊娠確認頭数（要領第４第２項（２）エの成果目標を設定する場合に記載） 

 ① 事業実施前年度の受託乳用牛の妊娠確認頭数：○頭 

 ② 目標年度の受託乳用牛の妊娠確認頭数：○頭 

 ③ ②のうち高資質和子牛生産見込み頭数：○頭 

※ 受託する乳用牛に和牛受精卵移植を実施し、妊娠確認される頭数を 10％以上増加させ、さらに、当該増加する妊娠確認牛

のうち高資質和子牛の生産が見込まれるものが過半数を占めるように設定すること。 
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※ 「11 受託乳用牛の和牛受精卵移植計画」に記載した数値と整合すること。 

 

13 実施計画 

（１）強化計画の策定 

  ア  検 討 会 等 開 催 計 画  

開 催 時 期  開 催 場 所  参 集 範 囲  検 討 内 容 等  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

  イ  現 地 調 査 実 施 計 画  

調 査 時 期  参 加 人 数  調 査 内 容  

 

 

 

 

          

          

                                          

（２）公共牧場機能強化等体制整備 

  ア 国産飼料の生産・供給 

  （ア）国産飼料の生産・供給体制の構築 

    ａ 検討会等 開催計画 

開催時期 開催場所 参集範囲 検討内容等 

 

 

   

 

    ｂ 現地調査実施計画 

調査時期 参加人数 調査内容 

 

 

  

 

  （イ）草地改良等や飼料生産・調整機械等の導入 

    ａ 草地改良等の実施計画 

区 分 数 量 単価（円） 事業費（千円） 補助金（千円） 

 

 

    

    ※ 区分には土壌分析等の分析の種類や種子等の購入資材について記載すること。 

 

    ｂ 飼料生産・調整機械等の導入 

機械名 

（一般名称） 

メーカー・ 

型式 

数 量 単 価 

（円） 

事業費 

（千円） 

補助金 

（千円） 

 

 

     

 ※ 機械名はモアーコンディショナー、フォーレージハーベスター、ベールラッパー等を記載すること。 

 ※ 機械の規模決定根拠について必要な書類を添付すること。 

※ トラクター又はコンバインの導入を希望する場合は、以下の「参考」を確認の上、希望する農機のメーカーの状況に

ついてチェックをすること。 

  導入を希望する農機のメーカーが、自社 web サイトや農業データ連携基盤への表示等を通じて、データを連携でき
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る環境を 

              整備している（又は整備する見込みである）          整備していない 

   「整備していない」にチェックがついた場合は、整備しているメーカーの農機に変更するか、導入を希望する農機で

なければ事業目的を達成できない旨を別途証明する資料を提出すること。 

（参考）API を自社 web サイトや農業データ連携基盤への表示等を通じて、データを連携できる環境を整備している農機

メーカー（令和４年 11 月１日時点農林水産省調べ、五十音・アルファベット順で記載） 

国内メーカー：井関農機株式会社、株式会社クボタ、三菱マヒンドラ農機株式会社、ヤンマーアグリ株式会社 

海外メーカー：AGCO Corporation(Fendt、MASSEY FERGUSON、Valtra）、CLAAS KGaA mbH、CNH industrial N.V

（Case IH, New Holland, Steyr）、Deere & Company(John Deere)、SDF group(SAME、DEUTZ-FAHR、

Lamborghini) 

 

  （ウ）飼料生産・調整・保管・供給体制の強化を図るための施設等の改修・整備 

施設名 施設内容 

（構造・規格等） 

数 量 単 価 

（円） 

事業費 

（千円） 

補助金 

（千円） 

 

 

     

   ※ 施設の規模決定根拠について必要な書類を添付すること。 

 

  （エ）施設等の整備に係る施設用地の改良及び既存施設の撤去 

区 分 数 量 単 価 

（円） 

事業費 

（千円） 

補助金 

（千円） 

 

 

    

   ※ 施設の規模決定根拠について必要な書類を添付すること。 

 

  イ 優良和牛の増産 

  （ア）和子牛供給体制強化を図るための繁殖雌牛等の導入 

品種・用途 

 

頭 数 

 

単 価 

（円） 

事 業 費 

（千円） 

補 助 金 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）繁殖雌牛等の導入又は預託受入頭数の拡大に必要な施設等の改修・整備 

施設名 

 

施設内容 

（構造・規格等） 

数 量 

 

単 価 

（円） 

事業費 

（千円） 

補助金 

（千円） 

規格等算出根拠 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   

 

※ 規格算出根拠には、既存の施設を含めた家畜の飼養計画等を記載し、施設の規模決定根拠について必要な書類を添付する

こと。 

 

（ウ）草地改良等や飼料生産・調整機械等の導入 

ａ 草地改良等の計画 

区 分 

 

数 量 

   

単 価 

（円） 

事 業 費 

（千円） 

補 助 金 

（千円） 
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※ 区分には土壌分析等の分析の種類や種子等の購入資材について記載すること。 

 

ｂ 飼料生産・調製機械等の導入 

機械名 

（一般名称） 

メーカー・ 

型式 

数 量 

 

単 価 

（円） 

事 業 費 

（千円） 

補 助 金 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 機械名はモアーコンディショナー、フォーレージハーベスター、ベールラッパー等を記載すること。 

※ 機械の規模決定根拠について必要な書類を添付すること。 

※ トラクター又はコンバインの導入を希望する場合は、以下の「参考」を確認の上、希望する農機のメーカーの状況に

ついてチェックをすること。 

  導入を希望する農機のメーカーが、自社 web サイトや農業データ連携基盤への表示等を通じて、データを連携でき

る環境を 

              整備している（又は整備する見込みである）          整備していない 

  「整備していない」にチェックがついた場合は、整備しているメーカーの農機に変更するか、導入を希望する農機で

なければ事業目的を達成できない旨を別途証明する資料を提出すること。 

（参考）API を自社 web サイトや農業データ連携基盤への表示等を通じて、データを連携できる環境を整備している農機

メーカー（令和４年 11 月１日時点農林水産省調べ、五十音・アルファベット順で記載） 

国内メーカー：井関農機株式会社、株式会社クボタ、三菱マヒンドラ農機株式会社、ヤンマーアグリ株式会社 

海外メーカー：AGCO Corporation(Fendt、MASSEY FERGUSON、Valtra）、CLAAS KGaA mbH、CNH industrial N.V

（Case IH, New Holland, Steyr）、Deere & Company(John Deere)、SDF group(SAME、DEUTZ-FAHR、

Lamborghini) 

 

（エ）飼料生産・調製・保管・供給体制の強化を図るための施設等の改修・整備 

施設名 

 

施設内容 

（構造・規格等） 

数 量 

 

単 価 

（円） 

事 業 費 

（千円） 

補 助 金 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 施設の規模決定根拠について必要な書類を添付すること。 

 

（オ）施設等の整備に係る施設用地の改良及び既存施設の撤去 

区 分 

 

数 量 

   

単 価 

（円） 

事 業 費 

（千円） 

補 助 金 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 規模決定根拠について必要な書類を添付すること。 

  

（カ）和子牛供給体制強化に必要な（ウ）ｂ以外の機械等の導入 

機械名 

 

型式・規格 

 

数 量 

 

単 価 

(円) 

事業費 

（千円） 

補助金 

（千円） 

規格等算出根拠 
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   ※ 機械等の規模決定根拠について必要な書類を添付すること。 

 

 

14 畜産における「みどりのチェックシート」の点検  

本事業を実施する公共牧場が「畜産における「みどりの

チェックシート」及び解説書について」（令和４年  10 月

31 日付け４畜産第  1660 号農林水産省畜産局企画課長通

知）で定めたチェックシートの取組内容について、自らが

その生産活動の点検を行ったことを確認した場合は、右の

□にチェック（✓）を記入。  

 

 

15 実施期間（完了）年月日 

   令和  年  月  日  ～  令和  年  月  日 

 

 

16  添付資料 

①  公共牧場の管理規程（定款等）を添付すること。 

② 用地内における草地、施設等の配置が分かる図を添付すること。 

③  事業実施体制が明確に分かる図等を添付すること。 

④  その他必要な書類を添付すること。 
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別記様式第２号（第８第２項関係）  

番    号    

年  月  日    

 

 （地方農政局長）殿  

 

 

                住      所  

                事業実施主体名  

                代表者氏名    

 

 

令和○○年度公共牧場機能強化等体制整備事業の補助金交付決定前

着工について  

 

 令和○○年度公共牧場機能強化等体制整備事業の事業実施計画に基づく以

下の事業について、下記条件を了承の上、補助金の交付決定前に着工したいの

で、届け出ます。  

 

記  

 

１  補助金の交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実

施した事業に損失を生じた場合には、これらの損失は、事業実施主体等が負

担するものとする。  

２  補助金の交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に

達しない場合においても、異議がないものとする。  

３  本事業については、着工から補助金の交付決定を受けるまでの期間にお

いては、計画変更は行わないものとする。  

 

 

 

 事業概要  

 

事業名  

 

 

事業内容  

 

 

総事業費  

(円 ) 

 

補助金  

(円 ) 

 

着工予定  

年  月  日  

 

完了予定  

年  月  日  

 

理由  
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別記様式第３号（第９第１項関係） 

番   号   

年 月 日   

 

 

 （地方農政局長） 殿 

 

                                                            

住   所 

                    事業実施主体名 

                    代表者氏名           

 

 

   令和○年度公共牧場機能強化等体制整備事業の実施状況報告書（令和○年度） 

 

 

 公共牧場機能強化等体制整備事業実施要領（令和３年４月１日付け２生畜第 2336 号農

林水産省生産局長通知）の第９第１項に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 事業計画の進捗状況：別添のとおり 
（注）別添は、別記様式第１号に準じて作成すること。なお、事業費等の変更については、上段に（ ）で計画時、変更後を下段

に記載すること。 

 

 ２ 事業で導入した家畜、機械及び整備を行った施設等の活用状況（概要） 
 （１）事業で導入した繁殖雌牛等の飼養管理状況 

品種・用途 頭数（頭） 飼養管理状況 

 

 

  

 

 （２）事業で導入した機械の活用状況 

機械名 稼働面積等 活用状況 

 

 

  

 

 （３）事業で整備した施設の活用状況 

施設名 設置面積（㎡） 活用状況 
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別記様式第４号（第 10 第１項関係） 

番   号   

年 月 日   

 

 

 （地方農政局長） 殿 

 

                                                            

住   所 

                    事業実施主体名 

                    代表者氏名           

 

 

   令和○○年度公共牧場機能強化等体制整備事業の成果報告書（令和○年度） 

 

 

 公共牧場機能強化等体制整備事業実施要領（令和３年４月１日付け２生畜第 2336 号農

林水産省生産局長通知）の第 10 第１項に基づき、別添のとおり報告します。  
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（別添）  

事  業  成  果  報  告  書  

 

１  飼養実績（乳用牛・肉用牛）      

 

受 託 牛  
自 家  

所 有 牛  
合 計  

平 均  

飼 養 日

数  

延 べ  

飼 養 頭

数  

（ a）  （ b）  
（ c＝  

a＋ b）  
（ d）  

（ e＝  

c× d）  

頭  頭  頭  日  頭 ・ 日  

事 業  

実 施  

前 年 度  

乳 用 牛       

肉 用 牛       

計  
      

う ち 管 轄 地 域 外       

目

標

年

度  

計  

 

画  

乳 用 牛       

肉 用 牛       

計  
      

う ち 管 轄 地 域 外       

実  

 

績  

乳 用 牛       

肉 用 牛       

計  
      

う ち 管 轄 地 域 外       

 
２ 飼料生産・供給実績（試験場等において、和牛の人工授精及び受精卵移植のみを行った場合

は、記載を省略できる。） 

事
業
実
施
前
年
度 

草地等 

利用面積 

（ha） 

放牧地 採草地 
採草・放牧 

兼用地 
飼料畑 

未活用 

草地等面積

（ha） 

 

    

飼
料
収
穫
量 

作物名 
単 位

（○） 飼
料
生
産
量 

飼料名 
単 位

（○） 

    

    

合 計  合 計  

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位

（○） 

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位 

（○） 

    

    

(場内) 合 計  (場外) 合 計  

 飼料供給農家戸数（戸）  

飼 飼料名 単 位 備   
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料 

購 

入 

量 

（○） 考 

  

  

合 計  

目
標
年
度 

計 

画 

草地等 

利用面積 

（ha） 

放牧地 採草地 
採草・放牧 

兼用地 
飼料畑 

未活用 

草地等面積

（ha） 

 

    

飼
料
収
穫
量 

作物名 
単 位

（○） 飼
料
生
産
量 

飼料名 
単 位

（○） 

    

    

合 計  合 計  

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位

（○） 

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位 

（○） 

    

    

(場内) 合 計  (場外) 合 計  

 飼料供給農家戸数（戸）  

飼
料
購
入
量 

飼料名 
単 位

（○） 
備 

考 

   

  

合 計  

実 

績 

草地等 

利用面積 

（ha） 

放牧地 採草地 
採草・放牧 

兼用地 
飼料畑 

未活用 

草地等面積

（ha） 

 

    

飼
料
収
穫
量 

作物名 
単 位

（○） 飼
料
生
産
量 

飼料名 
単 位

（○） 

    

    

合 計  合 計  

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位

（○） 

飼
料
供
給
量 

飼料名 
単 位 

（○） 

    

    

(場内) 合 計  (場外) 合 計  

 飼料供給農家戸数（戸）  

飼
料
購
入
量 

飼料名 
単 位

（○） 
備 

考 

   

  

合 計  

※ 「飼料供給量」は場内で生産した飼料について、（場内）は場内利用量、（場外）は場外供給量を記載する。 

※ 「飼料生産量」及び「飼料供給量」について、事業実施年度から目標年度にかけて飼料の調整方法を変更した場合

は、水分含量及び副資材の配合量等を考慮して推計した数値とする。この場合、推計の過程が分かる資料を添付する



34 

 

こと。 

 

３ 和子牛の生産・供給（出荷）実績（要領第４第２項（２）アの成果目標を設定した場合に記載） 

区 分 

自家所有 

繁殖雌牛等 生産頭数 
自家保留 

頭 数 

供給（出荷） 

頭 数 備 考 

品種・用途 
頭 数 

（頭） （頭） （頭） （頭） 

事業実施 

前年度 

  雄  雄  雄   

  雌  雌  雌  

事業 

実施年度 

  雄  雄  雄  本事業による繁

殖雌牛等の導入

頭数：   雌  雌  雌  

目

標

年

度 

計 画 
  雄  雄  雄   

  雌  雌  雌  

実 績 
  雄  雄  雄   

  雌  雌  雌  

※ 自家所有繁殖雌牛等は、品種（黒毛和種、ホルスタイン種等）及び用途（繁殖用、受卵牛等）を区分して記載すること。また、

自家所有繁殖雌牛等の育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

※ 生産頭数、自家保留頭数及び供給（出荷）頭数は、内訳として雄雌を区分して記載すること。この場合の雄には去勢を含む。

また、育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

※ 事業実施年度における繁殖雌牛等の導入頭数を備考欄に記載すること。また、育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

 

４ 和牛受精卵の生産・供給実績（要領第４第２項（２）イの成果目標を設定した場合に記載） 

区 分 

供卵牛 

頭 数 

和牛受精卵 

生産個数 

 

備 考 自家利用 供給 

（個） （個） （個） （個） 

事業実施 

前年度 
     

事業実施 

年度 
     

目

標

年

度 

計 画      

実 績      

※ 供卵牛・種雄牛の育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

 

５ 受託繁殖雌牛の人工授精実績（要領第４第２項（２）ウの成果目標を設定した場合に記載） 

区 分 

受託繁殖雌牛 

頭 数 

人工授精を 

実施した頭数 

妊娠確認が 

取れた頭数 備 考 

（頭） （頭） （頭） 

事業実施 

前年度 
    

事業実施 

年度 
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目

標

年

度 

計 画     

実 績     

 ※ 人工授精に使用した種雄牛の育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

 

６ 受託乳用牛の和牛受精卵移植実績（要領第４第２項（２）エの成果目標を設定した場合に記載） 

区 分 

受託乳用牛 

頭 数 

受精卵移植を 

実施した頭数 

妊娠確認が 

取れた頭数 備 考 

（頭） （頭） （頭） 

事業実施 

前年度 
    

事業実施 

年度 
    

目

標

年

度 

計 画     

実 績     

 ※ 受精卵の育種価情報等が分かる資料を添付すること。 

 

７ 成果目標及び目標年度 

（１）目標年度 

◯年度  

 

（２）成果目標  

  ア 国産飼料の生産量（要領第４第２項（１）アの成果目標を設定した場合に記載）   

 

事業実施 

前年度 

目標年度 

備 考 

計 画 実 績 

 拡大率  拡大率 

（単位○） （単位○） （％） （単位○） （％） 

(a) (b) ((b－a)÷a×100) (c) ((c－a)÷a×100) 

飼料 

収穫量 
      

※ 目標年度の飼料収穫量の拡大率が 15％以上となること。 

 

＜事業実施前年度の取組実績がない場合＞ 

  

合計  備考  
採草地  

採 草 ・ 放 牧  

兼用地  
飼料畑  

目

標

年

度  

計  

画  

草地等利用実面積 （ ha）       

 草地改良等実施面積 （ ha）       

飼料収穫量 （ 単 位 ○ ）       

実

績  

 草地等利用実面積 （ ha）       

 草地改良等実施面積 （ ha）       

飼料収穫量 （ 単 位 ○ ）       
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※ 「草地等利用実面積」は目標年度における利用実面積であり、３ha 以上となること。 

※ 「草地改良等実施面積」は事業実施年度における草地改良等実施面積とし、草地等利用実面積の 50％以上となること。ただ

し、事業実施年度の直前４年以内に、既に草地等利用実面積の 50％以上の草地改良等を実施している場合は、この限りでない。 

 

イ 公共牧場内外での国産飼料の供給量（要領第４第２項（１）イの成果目標を設定した場合

に記載） 

  次の（ア）又は（イ）のいずれかの成果目標を設定したものについて記載するこ

と。 

  （ア）飼料供給量の拡大    

 

事業実施 

前年度 

目標年度 

備 

考 

計 画 実 績 

 拡大率  拡大率 

（単位○） （単位○） （％） （単位○） （％） 

(a) (b) ((b－a)÷a×100) (c) ((c－a)÷a×100) 

飼料 

供給量 

（場内）       

（場外）       

合 計       

※ 飼料供給量の拡大率が 10％以上となること。ただし、公共牧場内のみで飼料供給量の拡大を行う場合は 15％以上となるこ

と。 

 

  （イ）飼料供給先農家戸数の拡大   

 事業実施前年度 
目標年度 

備 考 
計 画 実 績 

飼料供給先

農家戸数 
戸 戸 戸  

※ 目標年度の飼料供給先農家戸数が３戸以上増加すること。 

 

＜事業実施前年度の取組実績がない場合＞ 

  

合計  備考  
採草地  

採 草 ・ 放 牧  

兼用地  
飼料畑  

目

標

年

度  

計  

画  

草地等利用実面積 （ ha）       

 草地改良等実施面積 （ ha）       

 飼料供給先農家戸数（戸）    

実

績  

 草地等利用実面積 （ ha）       

 草地改良等実施面積 （ ha）       

 飼料供給先農家戸数（戸）    

※ 「草地等利用実面積」は目標年度における利用実面積であり、３ha 以上となること。 

※ 「草地改良等実施面積」は事業実施年度における草地改良等実施面積とし、草地等利用実面積の 50％以上となること。ただ

し、事業実施年度の直前４年以内に、既に草地等利用実面積の 50％以上の草地改良等を実施している場合は、この限りでない。 

※ 目標年度の飼料供給先農家戸数が３戸以上となること。 

 

ウ 和子牛生産頭数（要領第４第２項（２）アの成果目標を設定した場合に記載） 

 ① 事業実施年度の繁殖雌牛等頭数：◯頭 

 ② 目標年度までの和子牛生産頭数（累計）：◯頭  
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 ③ ②のうち高資質和子牛の頭数・割合：◯頭（◯％）  

※ 事業を実施した公共牧場が所有及び供用する繁殖雌牛等頭数（本事業で導入した牛を含む。）の２倍以上の頭数の和子

牛を生産し、かつ、当該和子牛のうち高資質和子牛が過半数を占めること。 

 

エ 和牛受精卵の供給個数又は自牧場での受精卵移植個数（要領第４第２項（２）イの成果

目標を設定した場合に記載する） 

① 事業実施前年度の受精卵供給個数：◯個 

 ② 目標年度の受精卵供給個数：◯個（◯個増加） 

 ③ ②の増加個数のうち高資質和子牛生産見込み個数・割合：◯個（◯％） 

※ 受精卵の供給個数又は自牧場での受精卵移植個数が 10％以上増加し、かつ、当該増加個数のうち高資質和子牛の生産が

見込まれるものが過半数を占めること。 

 

オ 受託繁殖雌牛の人工授精による妊娠確認頭数（要領第４第２項（２）ウの成果目標を設

定した場合に記載） 

 ① 事業実施前年度の受託繁殖雌牛の妊娠確認頭数：〇頭 

 ② 目標年度の受託繁殖雌牛の妊娠確認頭数：〇頭 

 ③ ②のうち高資質和子牛生産見込み頭数：〇頭 

※ 繁殖雌牛の受託を 10％以上増頭し、繁殖雌牛に人工授精を行い、妊娠確認が取れた頭数を 10％以上増加させ、さらに、

人工授精に使用した種雄牛の育種価は、当該公共牧場が所在する都道府県等において上位２分の１以上であること。 

 

カ 受託乳用牛の妊娠確認頭数（要領第４第２項（２）エの成果目標を設定した場合に記載） 

① 事業実施前年度の受託乳用牛の妊娠確認頭数：○頭 

② 目標年度の受託乳用牛の妊娠確認頭数：○頭 

③ ②のうち高資質和子牛生産見込み頭数：○頭 

※ 受託した乳用牛に和牛受精卵移植を実施し、妊娠確認が取れた頭数を 10％以上増加させ、さらに、当該増加した妊娠確

認牛のうち高資質和子牛の生産が見込まれるものが過半数を占めること。 

 

８ 事業実施後の課題、改善方策等 

  （公共牧場を利用している農家の状況等の変化についても、記載できる場合は記載する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


